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株主の皆様へ

　第５４期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の営業の概況をご報告申し上げます。

　当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改

善を背景に民間設備投資が堅調に推移し、また、雇用環

境の好転に加え、個人消費が緩やかな伸びを見せるなど、

景気は着実に回復してまいりました。

　鉄鋼二次製品業界におきましては、上半期は素材メー

カーの原料コスト上昇による原材料価格上昇分を販売価

格に概ね転嫁できましたが、下半期は東アジアを中心と

した輸入線材製品の入着量が急増し、さらに副原料であ

る亜鉛価格が高騰するなど厳しい状況となりました。

　このような状況の中、当社グループは全社を挙げて中

期経営計画初年度の達成に向けて取り組みましたが、当

連結会計年度の売上高は２３，５８１百万円と前期に比べ６２４

百万円（△２．６％）の減収となりました。収益面におきま

しては鋲螺部門の茨城工場移転による生産の効率的運用、

諸経費の削減等グループ全体での合理化施策を推進しま

したが、販売数量減少に伴う生産調整の影響は否めず、

営業利益は１，８９７百万円と前期に比べ ３６９百万円（△

１６．３％）の減益、経常利益は３，００１百万円と前期に比べ２４３

百万円（△７．５％）の減益となりました。当期純利益につ

いては固定資産廃却損等特別損失が減少したことにより、

１，８１０百万円と前期に比べ２百万円（０．１％）の増益とな

りました。 
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　今後の見通しといたしましては、景気が着実に回復し

てきたものの、原油価格および亜鉛価格等の高騰、海外

情勢の不安定さなど先行き予断を許さない状況が続くも

のと予想されます。

　当社グループはこのような状況が予想される中、今年

度は中期経営計画の中間年として、販売面においては、

昨年に引き続き新規用途開拓を推し進めていく中、ＧＮ

ボルトおよび昨年より販売を開始した当社独自の製品で

もあるニューサンカラーワイヤーの拡販と鋲螺工場の茨

城への移転により関東・東北地区のシェアアップに力を

入れ、増収を図りたいと考えております。コスト面では

鋲螺部門の生産拠点統廃合による物流経費削減に重点を

置き、中期経営計画を達成すべく努力するとともに、子

会社を含めたグループ全体での効率的生産体制を引き続

き実施し、業績向上に努力していく所存であります。

　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成１８年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は亜鉛めっき鉄線を主力としており、公共投資の依

存度が高く、政府の構造改革推進の影響で需要は減退する傾

向となり、また、前年度の災害による復旧工事の遅れおよび

輸入線材製品の入着量の増加による影

響を受け販売数量は減少しました。

このような状況の中、前期に引き続

き原材料価格の値上げが実施されたこ

とに伴い、製品価格への転嫁を図りま

したが、数量の減少の影響が大きく、

当部門の売上高は４，９７８百万円と前期

に比べ８６百万円（△１．７％）

の減収となりました。

普通線材製品部門
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部門別売上高推移
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力として

おり、自動車産業向けは前期に引き続き好調に推移しました。

また、普通線材製品部門と

同様原材料の値上げが実

施されましたが、製品への

価格転嫁が概ね受け入れ

られたことにより当部門

の売上高は８８７百万円と前

期に比べ６５百万円（８．０％）

の増収となりました。

硬鋼線材製品部門
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亜鉛鉄板、着色亜鉛鉄板、プリント鋼板
当部門の製品は、建築物の屋根・壁補修などに使用されて

おります。前期は災害特需が発生したことにより数量は大幅

に増加しましたが、当期は大きな特需もなく減少しました。

また、原材料価格の上昇分の製品価格への転嫁も受け入れら

れましたが、数量減少の影響が大きく、当部門の売上高は９３７

百万円と前期に比べ３０７百万円（△２４．７％）の減収となりまし

た。

亜鉛・着色鉄板部門
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六角高力ボルト、トルシア形高力ボルト、溶融亜鉛
めっき六角高力ボルト、カラー丁番、ステンレス丁番
当部門はトルシア形高力ボルト、六角高力ボルトおよびＧ

Ｎボルト（溶融亜鉛めっき六角高力ボルト）を主力としてお

ります。主な需要先は建設、土木業界であり、ＩＴ関連の大

型投資、物流倉庫業の整備計画、大型郊外店の着工等により

需要面においては引き続き堅調に推移したものの、大型プロ

ジェクト案件の遅れ等の影響により数量は減少しました。し

かしながら、原材料価格上昇分を製品価格へ転嫁し、また、

当期より拡販に注力しているＧＮボルトの販売数量の増加に

より、当部門の売上高は５，４９９百万円と前期に比べ２２４百万円

（４．３％）の増収となりました。

鋲 螺 ・ 丁 番 部 門
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
着色塗装鉄線、日亜フェンス、亜鉛アルミ合金めっき鋼線、鋼平線
当部門は極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線・
鋼線、ニューサンカラーワイヤー（着色塗装鉄線）、獣害用フェ
ンス、亜鉛めっき鋼より線、鋼平線等を主力としており、前
期はテロ対策特需で数量が増加した極厚亜鉛めっき鉄線およ
び有刺鉄線はその反動により減少しました。同様に、前期は
台湾新幹線向けの大型物件で亜鉛めっき鋼より線の数量が増
加しましたが、当期は工事も終焉を迎え減少しました。一方、
自動車産業向けの鋼平線は前期に引き続き好調に推移し、数
量の増加および販売価格の上昇に伴い増収となりました。ま
た、原材料上昇分を概ね、製品価格へ転嫁できたものの、数
量の減少の影響が大きく、当部門の売上高は８，０１３百万円と前
期に比べ８３百万円（△１．０％）の減収となりました。

特 殊 加 工 品 部 門
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
当部門はワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープを主力と

しており、土木、建築をはじめ多部門にわたり使用されてお

ります。前期に引き続き原材料価格上昇分を製品価格に転嫁

し、また、不採算性品種の受注を絞ったことにより、当部門

の売上高は２，８９６百万円と前期に比べ２８９百万円（△９．１％）の

減収となりました。

鋼 索 製 品 部 門
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当社の業績の推移
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連結売上高�
30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0
52期� 53期� 54期�51期�

23,57123,571
22,04722,047

24,20624,20623,571
22,047

24,206

連結経常利益�
3,500�

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
52期� 53期� 54期�51期�

1,2391,239

1,8051,805

3,2443,244

1,239

1,805

3,244

連結当期純利益�
2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
52期� 53期� 54期�51期�

1,2111,211
1,4051,405

1,8081,808

1,211
1,405

1,808

1株当たり連結当期純利益�
45.00�

40.00�

35.00�

30.00�

25.00�

20.00�

15.00�

10.00�

5.00�

0.00
52期� 53期� 54期�51期�

28.0828.08
32.6732.67

41.8841.88

28.08
32.67

41.88

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：円）�

23,58123,58123,581

3,0013,0013,001

1,8101,8101,810

37.1437.1437.14

企業集団の業績の推移
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貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目金 額科 目

〔　　　　７，７８３，３９３〕

２，８３６，７３４
１，１３６，２３０
２００，０００
１，０００，０００
１，４５４，０００
４２６，１２２
１０５，２２８
４９９，５６０
５，５１２
１３，５５５
１０６，４４８

〔　　　　７，３０７，８６５〕

６６５，０００
４，５００，０００
１，４０２，３５１
６１７，５１０
１２３，００３

（負 債 の 部）

流 動 負 債　

支 払 手 形
買 掛 金
一年以内返済予定の長期借入金
一年以内償還予定の社債
一年以内償還予定の転換社債
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
固 定 負 債　

新株予約権付社債
長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
そ の 他

〔　　　１５，２０１，８０６〕

１，８０９，０９４
３，８２６，４８０
２，６１１，８８１
５５１，３４６
５，１１９，０７８

４，９３４
７９７，５１４
２３，４２３
１１０，９１２
５０，０００
７９，０５２
１７６，６９９
４５，５８８
△　４，２００

〔　　　３７，２２９，３８１〕

（　　　　９，９４３，９６２）

４，８９３，１３９
１，９４１，９１９

９，４０７
１２４，４７６
２，７１５，４５７
２５９，５６２

（　　　　　　２４６，４２９）

２３４，２５４
５，８３６
６，３３９

（　　　２７，０３８，９８８）

１９，６８５，０９１
２，８８９，０００
２，３０７，１６９
５０，５８７
７００，０００
１，０７９，６８８
１９０，５５８
１６７，８９３
△　３１，０００

（資 産 の 部）

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料・貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産

建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産

ソフトウェア
特 許 実 施 権
そ の 他
投資その他の資産

投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
長 期 性 預 金
退職積立保険料
保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１５，０９１，２５８負 債 合 計

〔　　　１０，４１０，５６８〕

〔　　　１０，５７８，５３２〕

１０，５７８，５３２

〔　　　１４，４２９，６６１〕

６５５，１３１
（　　　１１，３１０，０００）

１１，３１０，０００
２，４６４，５２９

〔　　　　２，４６６，４８５〕

〔　　　△　５４５，３１８〕

（資 本 の 部）

資　 本　 金　

資本剰余金　

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金　

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
　別途積立金
当期未処分利益

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

３７，３３９，９２９資 本 合 計

５２，４３１，１８７負債及び資本合計５２，４３１，１８７資 産 合 計

（平成１８年３月３１日現在）

経理の状況

（単位：千円）
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自　平成１７年４月１日　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

至　平成１８年３月３１日

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
１８，０９１，２１５

 １４，４２２，３７７　　
３，６６８，８３７

 ２，１０５，２６３　　
１，５６３，５７３

 １，０６７，８１８　　

 １４５，２５７　　
２，４８６，１３５

１３７，５１８

 ３３４，１２９　　
２，２８９，５２４

 ９１９，４６８　　
 １，３７０，０５５

１，２６１，４３４
１４４，６０９

 ２２，３５１　　
２，４６４，５２９

  

  

４９６，５１３
４８７，４３２

 ８３，８７３　　

１２４，２８４
 ２０，９７２　　

６２，４４７
４０，５６６
３４，５０４

８７，１３９
１４５，９１５
７４，０００

 ２７，０７４　　

８９４，０００
 ２５，４６８　　

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券評価益
金利スワップ評価益

特 別 損 失
投資有価証券評価損
固 定 資 産 売 廃 却 損
役 員 退 職 慰 労 金
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
自 己 株 式 処 分 差 損
当 期 未 処 分 利 益

損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（重要な会計方針）
１．　有価証券の評価基準及び評価方法

�　子会社株式
　　移動平均法による原価法

�　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの
　移動平均法による原価法

２．　棚卸資産の評価基準及び評価方法
�　製品、原材料、仕掛品
　　移動平均法による原価法

�　貯蔵品
　　最終仕入原価法

３．　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　時価法

４．　固定資産の減価償却方法
�　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降取
得した建物（附属設備を除く）は定額法によっております。

�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

５．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

�　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上し
ております。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき当期末において発生している
と認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

６．　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

７．　重要なヘッジ会計の方法
�　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
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�　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　商品スワップ
ヘッジ対象　原材料価格

�　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリバ
ティブ取引を行っております。

�　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段の間
に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価としており
ます。

８．　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

９．　商法施行規則第４８条第１項に定める「関係会社特例規定」を適用し、
商法施行規則第２００条に基づき一部「財務諸表等の用語、様式及び作
成方法に関する規則」の定めるところにより計算書類等を作成してお
ります。

（会計処理の変更）
　固定資産の減損に係る会計基準
　　当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９
日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会　平成１５年１０月３１日　企業会計基準適用指針第６号）を適
用しております。

　　これによる損益に与える影響はありません。

（貸借対照表の注記）
１．　関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 ９６９，１３１千円
長期金銭債権 ２，３０１，５３５千円
短期金銭債務 １，０６６，８７２千円

２．　有形固定資産の減価償却累計額 １０，４７２，９１６千円
３．　リース契約により使用する重要な固定資産 コンピューター関連機器他
４．　発行済株式総数　　普通株式 ５０，９５７，６５５株
　　自己株式数　　　　普通株式 １，３３８，３６８株
５．　商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額 ２，５１１，０４７千円

（損益計算書の注記）
１．　１株当たり当期純利益 ２７．８９円
２．　関係会社との取引高

売　　上　　高 １，５８１，２３５千円
仕　　入　　高 ２，０６４，００８千円
販売費及び一般管理費の取引高 １０６，８０８千円
営業取引以外の取引高 １５５，８６４千円
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（注）平成１７年１２月９日に１４４，６０９，１０８円（１株につき３円）の中間配当
を実施いたしました。

２，４６４，５２９，７３８　　当 期 未 処 分 利 益

２，４６４，５２９，７３８　　合 計

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す。

１９８，４７７，１４８　　

４０，０００，０００　　

４００，０００，０００　　

１，８２６，０５２，５９０　　

株 主 配 当 金
（１株につき４円）

役 員 賞 与 金
（監査役分３，０００，０００円を含む）

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分
（単位：円）



��

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目金 額科 目

〔　　　　８，９１５，８３１〕

４，５４４，１６６
４００，０００
１，０００，０００
１，４５４，０００
６７６，２１０
５１６，３２１
１４６，５０５
１７８，６２８

〔　　　　９，３１０，８５６〕

６６５，０００
５，３００，０００
２，０７１，９８１
１，０８３，５５５
６７，３１６
１２３，００３

（負 債 の 部）

流 動 負 債　

支払手形及び買掛金
一年以内返済予定の長期借入金
一年以内償還予定の社債
一年以内償還予定の転換社債
未 払 金
未払法人税等
賞 与 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債　

新株予約権付社債
長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
連結調整勘定
そ の 他

〔　　　１９，７９９，４４１〕

２，２３３，１７４

７，９６１，３７４

５５１，３４６

８，７４０，６８７

１１１，４６１

１０４，４０９

１１８，３１２

△　２１，３２５

〔　　　３８，９５１，７２８〕

（　　　１５，２７８，４７４）

６，０７３，２３９

３，０６０，４９４

５，６６３，２７６

３３６，４７６

１４４，９８８

（　　　　　　２５３，１３９）

（　　　２３，４２０，１１４）

２１，２２１，６８０

５，６７４

７００，０００

１，０７９，６８８

１９４，２５６

２７３，０５８

△　５４，２４３

（資 産 の 部）

流 動 資 産　

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰延税金資産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

長 期 性 預 金

退職積立保険料

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

１８，２２６，６８８負 債 合 計

〔　　　１０，４１０，５６８〕

〔　　　１０，５７８，５３２〕

〔　　　１７，６０１，４１１〕

〔　　　　２，４７９，２８７〕

〔　　　△　５４５，３１８〕

（資 本 の 部）

資　 本　 金　

資本剰余金　

利 益 剰 余 金　

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

４０，５２４，４８１資 本 合 計

５８，７５１，１６９負債、少数株主持分及び資本合計５８，７５１，１６９資 産 合 計

（平成１８年３月３１日現在）
（単位：千円）
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自　平成１７年４月１日　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

至　平成１８年３月３１日

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

金 額科 目
２３，５８１，８４３

 １８，６９１，１３６　　
４，８９０，７０７

 ２，９９３，５４８　　
１，８９７，１５８

 １，２６２，３９１　　

 １５７，９９３　　
３，００１，５５６

 １５９，２０５　　

 ４２８，６４９　　
２，７３２，１１２

 ９２１，２３６　　
１，８１０，８７６

  

 

３５１，１１３
９０，４８９
４９６，６８０
１６３，０７６

 １６１，０３１　　

１３１，７５２
 ２６，２４０　　

６２，８８８
４０，５６６
２１，２４５

 ３４，５０４　　

８７，１３９
１６２，２９２
７８，１４３
７４，０００

 ２７，０７４　　

９０２，５４７
 １８，６８８　　

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 収 益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
連結調整勘定償却額
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
そ の 他

特 別 損 失
投資有価証券評価損
固 定 資 産 売 廃 却 損
棚 卸 資 産 処 分 損
役 員 退 職 慰 労 金
そ の 他

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．　連結の範囲に関する事項

�　連結子法人等の数       ２社
興国鋼線索株式会社、滋賀ボルト株式会社

�　非連結子法人等　　　７社
日亜工運株式会社、太陽メッキ株式会社、日亜企業株式会社、
日亜機電株式会社、その他３社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子法人等７社はいずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益及び利益剰余金等（持分に見合う額）は、
いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

２．　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子法人等７社は、それぞれ当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子法人等の事業年度等に関する事項
興国鋼線索株式会社の決算日は２月２８日であり、連結決算日との差異
は３ヶ月以内であるため、事業年度の財務諸表を基礎として連結を
行っております。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ
り算定）

　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ
　　　　時価法
③　棚卸資産
　　　製品、原材料、仕掛品
　　　　移動平均法による原価法
　　　貯蔵品
　　　　最終仕入原価法

�　重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以
降取得した建物（附属設備を除く）は定額法によっており
ます。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

�　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計
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上しております。
③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

�　重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。

�　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　商品スワップ
ヘッジ対象　原材料価格

③　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリ
バティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段
の間に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価と
しております。

�　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

５．　連結子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結子法人等の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法によって
おります。

６．　連結勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は５年間で償却しております。

７．　商法施行規則第２００条に基づき、一部「連結財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規則」の定めるところにより連結計算書類等を
作成しております。

（会計処理の変更）
　固定資産の減損に係る会計基準
当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４
年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はありません。
　

（連結貸借対照表の注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １９，０１２，１４７千円
　
（連結損益計算書の注記）
１．　１株当たり当期純利益 ３７．１４円　
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�　会社が発行する株式の総数 １１７，２４３，０００株

�　発 行 済 株 式 の 総 数 ５０，９５７，６５５株
（注）転換社債、新株予約権付社債の行使に伴い３，９１４，２１１株増加し

ております。

�　株　　　　　主　　　　　数 ４，４０１名

�　大 株 主 の 状 況

転換社債の株式転換による発行済株式総数変更登記及び

資本の額の変更登記は発生月毎に登記しております。

株　　式 （平成１８年３月３１日現在）

当社の大株主への出資状況当社への出資状況
株　　　主　　　名

出資比率（％）持株数（千株）議決権比率（％）持株数（千株）

０．０４３，０００２３．８３１１，６７４新日本製鐵株式会社

－－　７．３０３，５７５日 亜 興 産 株 式 会 社

－－　５．８８２，８７８日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

－－　４．２０２，０５５株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

－－　３．６０１，７６２ソシエテ ジェネラル バンク アンド トラスト

－－　２．８０１，３７１株 式 会 社メタルワン

０．３９　９８２．４０１，１７７株 式 会 社 池 田 銀 行

－－　２．２６１，１０９日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

－－　２．１３１，０４５ステート　ストリート　バンク　アンド 
トラスト　カンパニー　５０５０１９

－－　２．０６１，００７日本生命保険相互会社

商 業 登 記

　（注）　１．株式会社ＵＦＪ銀行は、株式会社東京三菱銀行と平成１８年
１月１日をもって合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行に
なりました。

　　　　２．当社は株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の持株会社である「株
式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ」の株式を９８３
株（出資比率０．０１％）を所有しております。

　　　　３．自己株式を１，３３８千株保有しており、上記の大株主から除
外しております。
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経理の概況 （平成１８年３月３１日現在）

該当事項はありません。

当連結会計年度に実施いたしました設備投資総額は、２，１４７

百万円であり、その主なものは茨城工場（鋲螺）の合理化・

西宮ワンルームマンションの建築（当社）、ナット製造設備の

新設（滋賀ボルト�）等への投資であります。

資 金 調 達 の 状 況

設 備 投 資 の 状 況

借入先が有する当社の株式借入金残高
（百万円）借　　入　　先

議決権比率（％）持株数（千株）

４．２０２，０５５　　１，１７０株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

－－３８０株 式 会 社 東 邦 銀 行

－－３８０株 式 会 社 南 都 銀 行

－－３８０株 式 会 社 肥 後 銀 行

－－３８０株 式 会 社 山 口 銀 行

－－３８０兵庫県信用農業協同組合連合会

２．０６１，００７３８０日本生命保険相互会社

－－２５０愛知県信用農業協同組合連合会

－－１，０００そ の 他 ４ 行

４，７００合 計

主 要 な 借 入 先

　（注）　株式会社ＵＦＪ銀行は、株式会社東京三菱銀行と平成１８年１月１
日をもって合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行になりました。
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　１０，４１０，５６８千円

①企業集団の従業員数

②　当社の従業員数

会社の概況 （平成１８年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

平均勤続年数（年）平均年齢（才）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１３．０３７．４△　１９２３３男　　子

５．３２７．５△　２２７女　　子

１２．２３６．４△　２１２６０合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への
出向者を含む就業人員であります。

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

△　３６４３２男　　子

△　５４８女　　子

△　４１４８０合　　計

　（注）　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、
当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員で
あります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 8914

〒 660-0091本社第一工場

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083本社第二工場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0257

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

大阪市東成区深江北 3丁目 21 番 23 号
�（06）6976 － 3301

〒５３７-00０１大 阪 工 場

東京都千代田区丸の内 1丁目 8番 1号
丸の内トラストタワーN館 17 階
�（03）3213 － 9521

〒 100-0005東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町 2丁目 8番 15 号
太陽生命仙台ビル 9階
�（022）266 － 5611

〒 980-0811東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

新潟市東大通 1丁目 4番 2号
新潟三井物産ビル 3階
�（025）244 － 4050

〒 950-0087新 潟 営 業 所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

中華人民共和国北京市建国門外大街 26 号
長富宮ビル 8階
�（０１０）８６１０ －６５１３－９２３０

中国駐在事務所
（ 北 京 ）

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054興 国 鋼 線 索
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社
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田 中 一 家　　代表取締役会長

竹 内 俊 一代表取締役社長

長谷川　真　道（製 造 本 部 長）常 務 取 締 役

八 塚　 隆（製 造 本 部 副 本 部 長）常 務 取 締 役

有 薗 文 仁（営 業 本 部 東 京 支 店 駐 在）取 締 役

古 賀 英 介（営 業 本 部 長）取 締 役

榊 原 康 夫（製 造 本 部 本 社 第 一 工 場 長）取 締 役

下 徳 弘 幸（管 理 本 部 長）取 締 役

増　田　規一郎（新 日 本 製 鐵 � 常 務 取 締 役）取 締 役

平 尾　 昇（常 勤 監 査 役）常 任 監 査 役

長 谷 次 雄　公 認 会 計 士　（ ）　�ユー・エス・ジェイ常勤監査役　監 査 役

長須賀　文　雄（新光ビルディング�代表取締役社長）監 査 役

（注）　１．平成１７年６月２４日開催の第５３回定時株主総会において、八塚　隆、下
徳弘幸の両氏は取締役に新たに選任され、就任いたしました。

　　　　　平成１７年６月２４日開催の第５３回定時株主総会終結のときをもって、専
務取締役　梨本　勝宣、常務取締役　太田　正秀の両氏は任期満了に
より、退任いたしました。

　　　　２．監査役　長谷　次雄、長須賀　文雄の両氏は、株式会社の監査等に関
する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であり
ます。

役　　員 （平成１８年３月３１日現在）
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株 主 メ モ
○決　算　期　日　　毎年 3月 31 日

○定時株主総会　　毎年 6月

○株式名義書換

　　株主名簿管理人　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　同事務取扱場所　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　　　　　　　　　本社証券代行部

　　　　　　　　　　電話　０１２０‐２５５‐１００

○基　　準　　日　　毎年 3月 31 日

　　　　　　　　　　その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日

を定めます。

○公告掲載新聞名　　日本経済新聞

○上場証券取引所　　東京・大阪市場第 1部

株主メモ
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